
水道局　令和７年度　局運営方針

１　主な現状と課題

（１）水道施設の再構築の推進

　現在、本市の人口は増加傾向にありますが、将来的には減少に転じ、あわせて
給水人口や給水収益も減少していくと推測されます。
　一方で、浄水場、配水場や管路の老朽化が進み、その更新需要は更に増加して
いく見込みです。また、令和6年能登半島地震では、断水期間が長期化するなど、
改めて水道施設の強靭化の重要性が確認されたことから、本市においても安定し
た給水を確保するため、耐震化対策を着実に推進する必要があります。加えて、
近年の物価高騰により工事費用の上昇が顕著となる中、これらを計画的に進めて
いくことが課題となっています。
　水道局では、このような環境の変化や重要な課題に対応するため、「さいたま
市水道事業長期構想（2021－2030）」（以下、「長期構想」という。）及び「さ
いたま市水道事業中期経営計画（2021－2025）」の下、財政とバランスの取れた
施設整備やデジタル化の推進などを通じ、効率的かつ効果的に事業を運営してい
く必要があります。

　安全・安心な水道水を安定して供給していくため、将来の水需要の減少を踏ま
えた、水道施設の効率的な配置や適切な施設能力・規模への計画的な改良・更新
を進めるとともに、地震等の災害に対しても信頼性の高い強靭な水道施設の再構
築を推進する必要があります。

老朽管更新工事 北部配水場更新工事
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（２）デジタル化の推進

（３）社会貢献の取組の推進

　市民サービス向上、事務の効率化への効果を検証するため、美園地区で令和5年
度から実施しているスマートメーターの実証実験において、電力等関連会社との
共同検針やドライブバイ検針を実施するとともに、水道局窓口における使用料・
手数料等に係るキャッシュレス決済端末の導入を実施するなど、デジタル化の推
進に取り組む必要があります。

　長期構想に掲げる将来像「市民とともに～常に信頼されるさいたま市の水道
～」の達成に向け、社会への責任ある行動が求められています。
　水道局では、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）等の関係機関と連携し、
30年以上にわたりラオス国の水道分野への国際協力を続けており、ＳＤＧｓの観
点からも、すべての人々の水と衛生の利用可能性を確保する取組を推進する必要
があります。また、使用期限を迎えた水道メーターの分解を社会福祉就労支援施
設へ委託するなど、再資源化に向けた取組を推進し、障害者の就労機会を提供し
ていく必要があります。

ラオス国との水道分野の強化に向けた

協力に関する覚書締結（令和5年11月）
水道メーターの分解作業

【スマートメーター実証実験の全体イメージ】
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２　基本方針・区分別主要事業

（１）水道施設の再構築の推進
（単位：千円）

№ 区分
事業名

〔事業所管課〕
令和７年度 令和６年度 説明

掲 載
ページ

1 総振 水道施設整備事業 13,838,221 14,918,005 Ⅱ-584
〔水道計画課〕

（２）デジタル化の推進
（単位：千円）

№ 区分
事業名

〔事業所管課〕
令和７年度 令和６年度 説明

掲 載
ページ

2 拡大 15,391 16,287 Ⅱ-583
Ⅱ-584

〔営業課〕

3 新規 水道局システム管理事業 1,499 0 Ⅱ-583
〔経営企画課〕

（３）社会貢献の取組の推進
（単位：千円）

№ 区分
事業名

〔事業所管課〕
令和７年度 令和６年度 説明

掲 載
ページ

4 総振 国際協力推進事業 31,105 5,149 Ⅱ-583
〔経営企画課〕

5 社会福祉就労支援事業 13,458 12,369 Ⅱ-583
〔給水装置課〕

使用期限を迎えた水道メーターの分解を社会福
祉就労支援施設へ委託します。

　水道施設の改良更新、耐震化等の整備を計画的に進めることにより、信頼性の高い強靭な水道施設の再構築を推進
します。
　また、スマートメーターの実証実験や、水道局窓口における使用料・手数料等に係るキャッシュレス決済端末の導
入の実施を通じて、デジタル化を推進します。
　ラオス国への国際協力を継続することや、使用期限を迎えた水道メーターの分解を社会福祉就労支援施設へ委託す
ることにより、社会貢献の取組を積極的に行います。

水道施設の改良更新、耐震化等の整備を計画的
に進めます。

市民サービス向上、事務の効率化への効果を検
証するため、水道スマートメーターの実証実験
において、新たに電力等関連会社との共同検針
を実施します。

水道局窓口における使用料・手数料等に係る
キャッシュレス決済端末の導入を実施します。

水道局で培った経験や技術力を海外で生かすた
め、ラオス国への国際協力を推進します。

水道スマートメーター実証
実験の推進

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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３　脱炭素化に資する主な取組一覧

課名等 事業名 取組の内容 CO2削減量

経営企画課
会議等のペーパーレ
ス化

水道局内の会議をペーパーレスで実施することにより、
温室効果ガスの削減に努めます。

188.5

管財課 節電の実施
水道庁舎において、節電を実施することにより、温室効
果ガスの削減に努めます。

8,471.9

管財課
営業課
水質管理課

桜環境センターのグ
リーン電力活用

水道総合センターや水道庁舎等において、桜環境セン
ターで発電されたグリーン電力を活用することにより、
温室効果ガスの削減に努めます。

481,101.3

配水管理事務所
白幡配水場の室内照
明のＬＥＤ化

照明をＬＥＤ化することにより、温室効果ガスの削減に
努めます。

9,981.6

（単位：kg-CO2）
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